
国と地方の関係を再構築する研究会

テ

マ 急速に進む少子蕎齢化や人口減少などを踏まえ、 国と地方
の関係を再構築することを基本的な目的とし、 具体的には、
以下を主な研究

テ

ー マとする。

①国・都道府県・市町村の役割分担を明確にするための基

本的な哲学を検討する。

②基本方針を踏まえて、 平時と危機時における3者の役割
分担、 広域連携の仕組み、 政策分野別に弾力的に対応で
きる仕組みなどを考える。

③役割分担を踏まえた地方財政シス
テ

ム（特に地方交付税
や地方税の在り方）を検討する。
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概 要 新型コロナウイルスの感染拡大は感染症対策が安全保障の
一 部であると同時に、 国と地方の権限関係に関する再構築
の必要性も再認識させた。

また、 地方の自律や繁栄は、 各地方の問題だけではなく、
国の存立や経済発展の問題でもあり、 日本の国際的な貢献
やプレゼンスの向上にも寄与すると考えられる。 まさに高

度成長期がそうだったが、 1990年代のバブル経済の崩壊以
降、 数次にわたる地方分権改革（一 括法による改革）など
が進められてきたものの、 特に、 地方は経済的には厳しい
状況である。

第2次安倍政権では「地方創生」が進められ、 一 部の地域で
独自の取組みが行われ、 一 定の進捗が見られるが、 急速な
人口減少と地方の過疎化、東京への一極集中、財源不足など、
問題はより深刻化しているのが現状である。
政府による様々な対策が期待した成果を上げていない原因、
地方振興が難しい理由としては、 特に以下のような点が挙

げられる。
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